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１．経営戦略の概要及び計画期間 

下水道事業が将来にわたり安定的に継続していくためには、中⾧期的な視点で事業経営を行う必要があります。

今後、施設の老朽化に対応するための改築・更新費用の増大や人口減少及び節水機器の普及等による使用料収入の

減少が見込まれ、下水道事業の経営を巡る情勢は今以上に厳しくなることが想定されます。 

総務省は、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中⾧期的な経営の基本計画である

「経営戦略」を企業ごとに策定し、それに基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、経営基盤の強化と財

政マネジメントの向上を実現していくことを強く求めています。 

本庄市（以下「本市」という）では令和 2（2020）年度に、下水道事業経営戦略を策定しました。今回、現在の

経営・資産等の状況や、経済情勢等を反映し、更なる経営基盤強化と財政マネジメント向上の柱と位置付けるもの

として、策定した経営戦略に沿った取組等を踏まえつつ、経営戦略を改定しました（以下、「本戦略」という）。 

本戦略の計画期間は令和 8（2026）年度から令和 17（2035）年度の 10 年間とします。 

 

計画期間 令和 8（2026）年度から令和 17（2035）年度の 10 年間 

 

２．事業概要 

 本戦略の対象となる事業は公共下水道事業（以下「公共」という）及び農業集落排水事業（以下「農集」という）

です。公共は、昭和 61（1986）年に供用を開始し、令和７（2025）年現在で 39 年が経過しています。公共下水道

は埼玉県が運営する利根川右岸流域下水道へ接続し、美里町、神川町、上里町と共同で汚水処理をしています。農

集は、都島地区で平成元（1989）年に供用を開始し、その後、田中地区、宮戸地区、牧西地区、滝瀬・堀田地区、

仁手・下仁手・久々宇地区で供用を開始しました。農集では、それぞれ 6 つの処理地区で汚水を処理していました

が、更新費及び維持管理費の抑制を目的に、令和 4（2022）年度に都島地区を公共下水道へ接続しました。今後、

残り全ての処理地区を順次公共下水道へ接続する予定です。 

■農集の処理地区の接続予定 

地区名 統合年度 再編方針 

都島地区 令和 4（2022）年度 公共下水道へ接続済み 

田中地区 令和 9（2027）年度 公共下水道へ接続 

宮戸地区 令和 13（2031）年度 滝瀬・堀田地区へ統合 

牧西地区 令和 15（2033）年度 公共下水道へ接続 

滝瀬・堀田地区 令和 20（2038）年度 公共下水道へ接続 

仁手・下仁手・久々宇地区 令和 31（2049）年度 公共下水道へ接続 

※農業集落排水最適整備構想・再編計画、本庄市生活排水処理施設整備構想より 

 

■農集地区再編計画図 

 
※令和 2 年度策定 農業集落排水最適整備構想・再編計画より 

３．経営状況分析 

 本市では、総務省が推進する経営の「見える化」の一環として、経営状況を示す経営比較分析表の公表を行って

います。 

〇 経常収支比率： 100％以上で単年度の収支が黒字であることを示す指標 

 

〇 流動比率：   短期的な債務に対する支払能力を表す指標 

 

〇 経費回収率：  使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標 

 

〇 汚水処理原価： 有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水処理に係るコストを表した指標 

 

〇 水洗化率：   処理区域内人口のうち、管路に接続して下水道を利用している人口の割合を表した指標 
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公共では汚水処理原価が 150 円/㎥を超える部分については、分流式下水道に要する経費として一般会計から繰

り入れています。また、令和 6（2024）年 10 月に使用料の改定を行い、経費回収率は 100％を達成する見込みで

す。 

農集では経常収支比率は 100％を上回り、黒字となっていますが、経費回収率が 100％を大きく下回り、汚水処

理に係る経費を使用料で賄えていません。類似団体平均よりも汚水処理に係る経費が高く、収支不足分は一般会計

からの繰入金により賄っており、経営の健全化に向けた取り組みが求められます。 

〈公共〉 

 経常収支比率 流動比率 経費回収率 汚水処理原価 水洗化率 

本庄市 107.95％ 152.92％ 97.10％ 150.00円 89.59％ 

類似団体平均 107.64％ 76.32％ 98.46％ 157.45円 92.89％ 

※令和 5（2023）年度実績 

〈農集〉 

 経常収支比率 流動比率 経費回収率 汚水処理原価 水洗化率 

本庄市 101.68％ 48.69％ 47.85％ 327.06円 76.88％ 

類似団体平均 103.07％ 39.82％ 61.15％ 250.43円 90.32％ 

※令和 5（2023）年度実績 

 

４．今後の予測 

（１） 処理区域内人口と水洗便所設置済人口の予測 

今後の処理区域内人口と水洗便所設置済人口は、将来的に減少していくと予測されます。 

なお、令和 9（2027）年度に農集の田中地区を公共下水道へ、令和 15（2033）年度には牧西地区を公共下水道へ

編入するにあたり、接続地区の処理区域内人口及び水洗便所設置済人口は公共に見込むため、接続年度は公共と農

集の間で増減が生じます。 

〈公共〉                                                   （単位：人） 

 

〈農集〉                                                   （単位：人） 

    
 

（２） 有収水量の予測 

公共・農集ともに、処理区域における水洗便所設置済人口の減少に伴い減少していくと予測されます。 

〈公共〉                                                   （単位：㎥） 

 

〈農集〉                                                   （単位：㎥） 

 

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

処理区域内人口 48,353 48,334 48,311 48,287 48,262 48,203 48,077 47,951 47,825 47,698

水洗便所設置済人口 43,479 43,758 43,734 43,710 43,894 43,836 43,719 43,981 43,860 43,738
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令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

処理区域内人口 2,451 2,125 2,094 2,063 2,034 2,001 1,981 1,430 1,417 1,401

水洗便所設置済人口 1,913 1,594 1,572 1,547 1,525 1,501 1,487 1,093 1,082 1,070
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有収水量 5,244,391 5,241,515 5,238,639 5,260,691 5,253,740 5,239,717 5,271,118 5,256,616 5,241,994 5,224,376
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（３） 今後の事業の予定 

公共は、国が提唱している令和８（2026）年度末の概成を目指し、認可区域内にある未整備地区の整備を進めて

おり、同年度末に概ねの管路新設を完了する見込みです。今後は栗崎地区などの汚水管の新設工事や、雨水対策工

事、「本庄市下水道総合地震対策計画」及び「本庄市上下水道耐震化計画」に基づく耐震化工事を並行して実施して

いきます。また、⾧期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進行状況を考慮し、優先順位付けを行ったうえ

で、施設の点検・調査、修繕・改善を実施し、施設全体を対象とした施設管理を最適化していきます。計画的に改

築更新工事を行うことにより、より⾧く安心安全に管渠施設が使えるよう対策を行います。 

農集では、LCC（ライフサイクルコスト）が最小となる機能保全計画として最適整備構想を策定しています。同

構想に基づく計画的な補修・更新整備を進めます。また、再編計画に基づき、将来的に全ての農業集落排水施設を

廃止して公共下水道に接続する予定です。 

５．経営の基本方針 

（１） 他会計繰入金の削減と経常収支比率 100％以上の維持 

 経常収支比率は公共・農集ともに令和５（2023）年度時点で 100％を上回り、収支は黒字となっています。ただ

し、経常収支比率は一般会計からの繰入金等の収益も含まれているため、公費負担分である基準内繰入金を除く基

準外繰入金に関する部分は、削減していくことが求められます。そこで、公共では経費削減の経営努力をしながら

引き続き基準外繰入金の発生を抑制しつつ、農集では、公共下水道へ順次接続し、維持管理費を減少させることで、

基準外繰入金を将来的に削減していきます。 

（２） 効率的な投資 

 本市の公共下水道施設は、供用開始から 30 年以上経過している施設もあり、これまでも定期的な点検・調査を

行い、必要な設備更新、修繕等により老朽化対策を実施してきました。引き続き各種投資事業に係る優先順位を踏

まえ、効率的な投資を行うように努めます。また、投資に当たっての財源として補助金等の活用を推進し、今後の

財政的な負担を軽減するよう努めます。 

（３） 適切で計画的な事業執行 

維持管理費の増加傾向から厳しい経営を強いられており、財源が限られるなか、適正な事業計画と財政計画を基

に、健全な財政運営を目指し持続可能な経営を行います。 

（４） 人材の育成 

日常の施設管理を適切に行い、既存施設の⾧寿命化を図るため、また、人口減少等の社会情勢の変化に伴う新た

な課題に柔軟に対応するために、職員の確保と育成に努めます。 

（５） 経営戦略の定期的な見直し 

人口減少に伴い使用料収入の減少が見込まれるなかで、既存施設の老朽化が進み、大規模な改築・更新工事が必

要になるため、今後の施設の更新需要や処理水量、財務状況の検証等を行い、経営戦略を概ね５年ごとに見直し、

改定することとします。 

（６） 弾力的な使用料の見直し 

経営戦略の進捗検証と同時に、将来にわたって継続的に経常収支比率 100％以上及び経費回収率の増加をさせる

ために、使用料が適正であるか検証を続けます。 

６．投資・財政計画 

 下水道事業は、管渠施設や処理施設の健全性を維持することが、安定した経営を行うための前提条件となります。

一方で、老朽化が進行する下水道施設の耐震化、改築等には多額の投資が必要であり、安定した財源の確保が大き

な課題となります。投資事業に要する費用の見通しである「投資試算」と、下水道使用料収入等の財源の見通しで

ある「財源試算」を均衡させることが、経営にあたっての重要な要素です。 

 そこで、前章までの将来見通しや経営の基本方針を踏まえ、今後 10 年間の投資・財政計画を策定しました。投

資・財政計画を着実に実行することで、安定した下水道事業の運営を図ります。 

（１） 建設改良費 

〈公共〉                                                  （単位：千円） 

 
 

〈農集〉                                                  （単位：千円） 

 

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

管路新設（未普及対策） 387,760 17,395 67,906 68,778 63,205 15,861 15,715 16,253 17,161 17,585

改築更新 管路施設 0 0 0 0 422,967 452,956 532,574 278,112 57,519 0

改築更新 マンホール他 10,244 0 0 0 0 12,362 0 0 49 0

雨水整備 0 197,144 158,447 146,102 221,219 126,885 157,150 162,532 171,608 175,851

耐震工事 64,028 5,474 53,476 38,504 57,791 116,778 4,945 51,198 38,429 42,020

広域化 管路施設 80,163 0 0 0 0 0 171,861 0 0 0

広域化 中継ポンプ 0 0 0 0 0 0 13,440 0 0 0

流域下水道建設負担金 69,830 68,502 68,192 70,448 66,036 67,609 68,328 72,082 77,629 81,141
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（２） 企業債発行額・償還額及び企業債残高 

〈公共〉                                                  （単位：千円） 

 
 

〈農集〉                                                  （単位：千円） 

 

（３） 使用料収入 
〈公共〉                                                  （単位：千円） 

 

〈農集〉                                                  （単位：千円） 

 

（４） 建設改良費の主な財源 

〈公共〉                                                  （単位：千円） 

 
 

〈農集〉                                                  （単位：千円） 

 

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

企業債発行額 420,300 166,000 187,100 182,200 486,600 418,181 653,500 397,100 288,749 266,200

企業債償還額 421,292 435,341 449,019 470,674 492,200 511,027 518,708 511,950 506,947 493,975

企業債残高 9,787,854 9,518,513 9,256,594 8,968,120 8,962,520 8,869,674 9,004,466 8,889,616 8,671,418 8,443,643
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企業債発行額 0 1,400 1,500 7,400 98,400 0 0 0 0 5,700

企業債償還額 50,614 49,607 49,628 49,859 48,697 67,057 66,401 65,930 64,448 62,256

企業債残高 713,755 665,548 617,420 574,961 624,664 557,607 491,206 425,276 360,828 304,272
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使用料収入 840,858 871,996 871,517 874,670 874,114 871,927 876,211 874,749 872,319 869,450
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国･県補助金 215,670 87,860 113,625 100,523 303,136 335,561 277,968 143,786 37,625 18,853

企業債 420,300 166,000 187,100 182,200 486,600 418,181 653,500 397,100 288,749 266,200
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（５） 他会計繰入金 
〈公共〉                                                  （単位：千円） 

 
 

〈農集〉                                                  （単位：千円） 

 

（６） 流域下水道維持管理負担金 

〈公共のみ〉                                                （単位：千円） 

 

（７） 減価償却費 
〈公共〉                                                  （単位：千円） 

 
 

〈農集〉                                                  （単位：千円） 

 

（８） 当年度純利益及び経費回収率  
〈公共〉 計画を着実に進めつつ、費用・財源の検証を行い、安定した事業の運営に努めます。                          

 

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

収益的収支分 基準内繰入金 528,542 541,241 547,404 627,492 619,891 621,018 622,636 632,952 634,134 625,283

収益的収支分 基準外繰入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的収支分 基準内繰入金 69,890 66,090 64,396 65,174 64,395 64,177 64,822 66,698 66,605 64,495

資本的収支分 基準外繰入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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収益的収支分 基準内繰入金 43,129 40,938 40,184 38,062 36,609 39,226 37,986 32,052 30,428 26,179

収益的収支分 基準外繰入金 68,153 118,749 61,180 59,651 58,160 116,706 55,288 113,906 52,558 51,244

資本的収支分 基準内繰入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的収支分 基準外繰入金 26,384 0 25,276 24,644 24,028 0 22,842 0 21,714 21,171
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流域下水道維持管理負担金 487,773 518,061 528,132 620,683 632,261 643,184 659,980 671,327 707,907 719,638
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当年度純利益 128,775 129,263 128,899 124,688 118,512 86,622 60,666 69,220 34,408 3,343
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〈農集〉                                                 

 
 

〈公共〉 

 

 公共では、令和 8（2026）年度から流域下水道維持管理負担金の単価改定に伴い、負担金が増加しますが、令和

6（2024）年 10 月、令和 8（2026）年 4 月の使用料の改定によって経費回収率は令和 12（2030）年度まで 100％

を維持できる見込みです。 

 建設改良費の主な財源は企業債、国庫補助金、工事負担金です。概成後は管路新設のための企業債発行が縮小す

るため、企業債残高は減少していく見込みです。 

 計画期間である令和 17（2035）年度まで基準外繰入金の計上はなく、汚水処理に係る経費を使用料で賄う独立採

算制の原則を満たしています。 

なお、農集の田中地区を令和 9（2027）年度に公共下水道へ、牧西地区を令和 15（2033）年度に公共下水道へ接

続する関係で、接続工事及び当該地区における収支は公共の投資・財政計画に含まれています。 
 

〈農集〉 

 

農集の処理地区は順次、公共下水道へ接続し、将来的には農業集落排水施設は全て廃止する予定です。今後 10 年

間においては、令和 9（2027）年度に田中地区を公共下水道へ、令和 13（2031）年度には宮戸地区を滝瀬・堀田地

区へ（農集地区同士を統合し、その後、令和 20(2038)年に公共下水道へ接続）、令和 15（2033）年度には牧西地区

を公共下水道へ接続する予定です。統合年度の前年度から接続工事を行い、公共下水道へ接続後は、接続地区にお

ける収支は農集から公共へ計上されます。また、接続年度の特別損失に、処理施設の解体費用と除却損を計上して

います。 

収益的収支では収支の均衡を保つため、依然として基準外繰入金の計上がありますが、処理地区を統合すること

で経費の削減を実現し、基準外繰入金は計画年度で徐々に減少しています。ただし、処理施設の解体費用を一般会

計から繰り入れる関係で、令和 9（2027）年度、令和 13（2031）年度、令和 15（2033）年度においては基準外繰

入金が増加します。 
 

７．経営健全化のためのロードマップ 

■業績指標及び目標年限 

令和 6（2024）年度 10 月 18 日策定の「公共下水道事業の経費回収率向上に向けたロードマップ」では、令和 12

（2030）年度までに水洗化率を 90.36％まで引き上げる目標を設定しました。 

令和 9（2027）年度には農集の田中地区を、令和 15（2033）年度には牧西地区を公共下水道へ編入を見込んでい

ますが、農集の令和６（2024）年度の水洗化率は公共よりも低い 84.68％となっています。水洗化率の低い農集地

区を順次編入後も、公共の水洗化率は令和 12（2030）年度以降で 90.36％以上を保つことを目標とします。 

また、流動比率は 100%を超えていると流動資産で流動負債を賄えていると判断でき、短期的な支払能力を把握

する目安となります。一般的には 120％を超えていると、安全性が高いと考えられているので、安定的な事業運営

と将来課題に備えた資金の確保が必要であるため、計画期間内で流動比率 120％以上の達成維持を目標とします。 

 

■水洗化率と流動比率の目標 

 令和 6（2023）年度 実績 令和 12（2030）年度 目標 令和 17（2035）年度 目標 

水洗化率（％） 90.19% 90.36％以上 90.36％以上 

流動比率（％） 149.81% 120％以上 120％以上 

 

■ロードマップ 

埼玉県との流域下水道維持管理負担金の単価協議時期に合わせて、下水道使用料改定の必要性を検証します。 

 

８．経営戦略の事後検証 

本経営戦略の実行性を確実なものとするために、PDCA サイクルにもと

づいた進捗管理を行います。特に計画の次回以降の見直しについては、使

用料の妥当性の検証及び検討や投資計画の進捗等、経営の変化にあわせて、

令和 12（2030）年度から原則５年ごとに見直しを行います。 

 

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

当年度純利益 11,189 4,204 12,088 15,227 5,170 6,490 12,450 3,990 6,710 18,414

経費回収率 27.78% 27.36% 25.74% 27.23% 24.10% 27.83% 27.15% 25.02% 20.99% 26.36%
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生活排水処理施設整備構想

下水道事業全体計画

下水道総合地震対策計画
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流域下水道維持管理負担金
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